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作 成 年 月 日 令和２年４月６日 

作成部局 

課室名 

企画県民部科学情報局 

情報企画課 

（ひょうご・データ利活用推進本部会議）

ひょうご・データ利活用プラン「スマート県庁推進プログラム」の策定 

１ 趣 旨 

（１）「ひょうご・データ利活用プラン」の策定 －2019.4
・県民が創造的活動に最大限能力を発揮できるデジタル社会～スマート兵庫～の構築 

・“産業のイノベーションの創出”“多様で質の高い暮らし”の実現 を目標に 

民・産・学・官の各主体が、最先端のＩＣＴを基盤に「多種多様なデータの利活用に取り組む指針」 

として策定 

（２）全庁横断のプロジェクト推進 ～“攻めのＩＣＴ利活用” 

プランのうち、「全庁横断で取組むべきプロジェクト」の“取組事項とスケジュール”を定めた 

「スマート県庁推進プログラム」を策定

２ 基本方針と取組内容 

（１）基本方針 ～３Ｄアクションの展開～ 

“Digital” “Data” “Design” － 「デジタル技術」と「データ」でアクションを「デザイン」する

（２）取組内容 ～３つのプロジェクト～
Ⅰ 行政手続オンライン化プロジェクト 

目指す姿 取組 ACT 

県民の 
“主体的活動が拡がる” 

オンライン申請の推進 
１ “使われる手続”のオンライン化 
２ “使いたいシステム”の構築 

キャッシュレス決済の推進 
３ オンライン決済の推進 
４ 窓口払のキャッシュレス 

マイナンバーカードの普及 ５ マイナンバーカード普及の協働展開 

Ⅱ データ利活用プロジェクト 

目指す姿 取組 ACT 

社会に 
“新たな価値が生まれる” 

データ利活用の社会実装 
１ 共創のプラットフォーム構築 
２ オープンデータの推進 
３ HPのアクセシビリティ向上 

価値創造の政策デザイン 
４ データドリブンの推進 
５ ICTデザイン力とスキルの向上 

Ⅲ ワークスタイル変革プロジェクト 

目指す姿 取組 ACT 

県庁の 
“生産性が高まる”  

オフィスワークのデジタル化 
１ ペーパーレス･ストックレスの推進 
２ ワークスペースの改革 
３ ルーティンワークの自動化 

テレワークの推進 
４ モバイルワークの推進 
５ 在宅勤務・サテライト勤務の普及 

３ 取組期間 

2021 年度まで   ＜ひょうご・データ利活用プランの終期＞ 

－中期的取組→プログラムを適宜改定 継続して取組む 

（問い合わせ先）企画県民部 科学情報局 情報企画課 高度情報化班 
電話：078 - 362 - 3047 



１ 2030年までに目指す姿 ２ 取組事項 ３つの取組 ５つのＡＣＴ

３ スケジュール
取組事項 ～2019年度 2020年度 2021年度 2022年度～

(1)
ｵﾝﾗｲﾝ
申請の
推進

【ACT1】
“使われる手続”の
ｵﾝﾗｲﾝ化

【ACT2】
“使いたいｼｽﾃﾑ”の
構築

(2)
ｷｬｯｼｭﾚｽ
決済の
推進

【ACT3】
ｵﾝﾗｲﾝ決済の推進

【ACT4】
窓口払のｷｬｯｼｭﾚｽ

(3)
ﾏｲﾅﾝﾊﾞｰ
ｶｰﾄﾞの
普及

【ACT5】
ﾏｲﾅﾝﾊﾞｰｶｰﾄﾞ普及
の協働展開

１行政手続オンライン化プロジェクト

新条例制定

○優先県独自手続ｵﾝﾗｲﾝ化 (～2023年度)

計画策定

○優先法令手続：全国ｼｽﾃﾑ利用

･電子申請ｼｽﾃﾑの運用
・全国ｼｽﾃﾑの利用

①BPR ②ｼｽﾃﾑ整備

施設利用料
〈一部〉ＷＥＢ入力･ｽﾏﾎ払

県税・手続手数料
〈一部〉ＷＥＢ入力

①税：納付書ｺｰﾄﾞｽﾏﾎ払導入

②手続・施設：ＷＥＢ入力払導入(申請ｵﾝﾗｲﾝ化と同時)

○市町との協働 (「取得強化月間」「取得促進連絡会議」「利活用促進研究会」)

○民間との協働 （「意見交換会」）
広報・職員の率先取得

【ＡＣＴ１】“使われる手続”のオンライン化

【ＡＣＴ３】オンライン決済の推進

区 分 ﾈｯﾄﾊﾞﾝｷﾝｸﾞ ｵﾝﾗｲﾝ・ｸﾚｼ゙ｯﾄ ｽﾏﾎ払

県 税
法人関係個人事業
不動産取得
自動車2税 等

自動車種別割 －

申請手数料 車庫証明
行政書士・
宅建資格試験

－

施設利用料 －
芸術文化
ｾﾝﾀｰ

先端科学技術
支援ｾﾝﾀｰ

類 型 要 件 手続例

①優先
県独自手続

・400件/年以上
・反復して手続する
・添付書類が少ない

・公共施設の利用予約・
申請・利用料納付

②優先
法令手続

・国がｼｽﾃﾑ整備する
法令手続

・食品衛生法営業届出(R2～)
・旅券発給申請(R4～)

県民 ・紙の流れ電子化→ 入力多い ・認証複雑・面倒 ・手数料銀行払添付書類郵送

職員 ・申請ﾃ゙ ﾀー→ 紙に印刷･処理 ・業務ｼｽﾃﾑと非連動 ・電子と紙混在・処理煩雑

<電子申請共同ｼｽﾃﾑの利用状況> (2018年度)

手 段 支払手法 特 徴

ｵﾝﾗｲﾝ
ＷＥＢ入力

ﾈｯﾄﾊﾞﾝｷﾝｸﾞ ﾈｯﾄから銀行口座を操作
ｸﾚｼﾞｯﾄ ﾈｯﾄからｸﾚｼﾞｯﾄ払

納付書ｺｰﾄﾞ ｽﾏﾎ“○○Ｐａｙ” 納付書ｺｰﾄﾞ読取

窓 口
ＩＣｶｰﾄﾞ

ｸﾚｼﾞｯﾄ 後払 主に高額支払
電子ﾏﾈｰ 前払・後払 主に少額払

ｽﾏﾎ
“○○Ｐａｙ”

ﾊﾞｰｺｰﾄﾞ方式 収納者がｺｰﾄﾞ読取
ＱＲｺｰﾄﾞ方式 支払者がｺｰﾄﾞ読取

○“申請から支払まで”一貫したデジタル化
利便性が高まり 事務処理も効率化

○個人認証・データ参照の一元化
ﾏｲﾅﾝﾊﾞｰｶｰﾄﾞが浸透･暮らしのｷｰﾃﾞﾊﾞｲｽに

県民生活・企業活動に不可欠な手続 ｢いつでも｣「どこでも」｢簡単｣に処理

・手続はｵﾝﾗｲﾝで完結 ・どこでも本人情報を提示･参照 ・支払はｷｬｯｼｭﾚｽ

→ 「豊かなくらし」 「プロフィットを生む」 “主体的活動”時間が拡大

・税・手続手数料・施設利用料
窓口に行き支払 証紙購入や現金で

〈窓口行かない 手間かけない → 支払と収納の負担軽減〉

・納税・事前払・現地払 － ｼｰﾝに応じたｷｬｯｼｭﾚｽ手法の導入

〈課題〉

〈「オンライン化推進計画」の方向性〉

◎デジタル行政推進条例の制定～“原則ｵﾝﾗｲﾝ化”の表明 ◎オンライン化推進計画策定～手続・ｼｽﾃﾑ整備の年次計画

〈主なｷｬｯｼｭﾚｽ導入事例〉 〈主なｷｬｯｼｭﾚｽ手法〉 ※収納代行等“手数料” 必要

◎手続の迅速化 －県民の“主体的活動が拡がる” （１）オンライン申請の推進 〈 “原則はｵﾝﾗｲﾝ” → 利便性向上と事務効率化の両立〉
・“使いたい・使ってほしい” － ﾃﾞｻﾞｲﾝ思考のｻｰﾋﾞｽ設計
・効果性・実現性高い手続優先 － ｻｸｾｽｹｰｽの蓄積

・“紙が原則” “ ｵﾝﾗｲﾝでもできる” 利便性向上に視点
・ 認証・添付書類煩雑 事務負担増

（２） キャッシュレス決済の推進

（３） マイナンバーカードの普及

・身分証使分け－手続に時間 ﾗｲﾌﾃﾞｰﾀ散在
・利活用ｼｰﾝ拡大途上 ﾃﾞｰﾀ流出の“漠然とした不安”

〈本人情報“ﾜﾝｶｰﾄﾞ化” → “暮らしのｷｰﾃﾞﾊﾞｲｽ”の浸透〉
･使える→取得増→利活用拡大 － 利活用拡大・ｶｰﾄﾞ取得の好循環
･ﾗｲﾌﾃﾞｰﾀ記録されない － 信頼性の周知徹底

・県独自の手続
－件数多い 何度も申請 添付書類少ない

・法令根拠の手続
－国が全国システムを整備する手続

①効果性・実現性高い手続の優先取組～ｻｸｾｽｹｰｽの蓄積

・県税収納に導入 － 全税目に対応

①納付書コードで“スマホ払” ～より簡単な支払

・「手続手数料」・「事前払施設利用料」に導入

②ＷＥＢ入力でオンライン決済～申請と同時に支払

【ＡＣＴ４】窓口払のキャッシュレス

・端末整備が不要導入が容易
－ ＱＲｺｰﾄﾞ方式ｽﾏﾎ払：全施設で検討

・ｲﾝﾊﾞｳﾝﾄﾞへの対応・収納ｽﾋﾟｰﾄﾞ・増加ｺｽﾄを勘案
－ ＩＣｶｰﾄﾞ払等：施設特性に応じ 個別検討

・美術館・博物館に先行導入→ 他の施設にも展開

① ＱＲコードで“スマホ払”～ｷｬｯｼｭﾚｽ文化の拡がり

【ＡＣＴ５】マイナンバーカード普及の協働展開

・市町との協働
－県独自利活用策・取得促進策（連携事業・先進事例横展開）の検討

・民間との協働
－身分証としての活用・取得促進策の検討

①利活用シーン拡大 と カード取得促進～ﾏｲﾅﾝﾊﾞｰｶｰﾄﾞの浸透

端
末
要

○ 取得促進の取組
・広報活動
・市町の支援（制度説明・情報提供）
・県庁舎での申請出張窓口の開設
・職員の率先取得

○ 利活用ｼｰﾝ
・身分証明ｶｰﾄﾞ ・ｵﾝﾗｲﾝ手続
・“ﾏｲﾅﾎﾟｰﾀﾙ”での自己情報閲覧
・コンビニでの証明書取得(26市町)
・図書館ｶｰﾄﾞ(8市町)

○ 普及率 ：20.95% 全国4位 (2019.12月時点)

市 町
・ﾏｲﾅﾎﾟｲﾝﾄ広報HP開設 ・職員の率先取得
・ﾏｲﾅﾝﾊﾞｰｶｰﾄﾞ取得強化月間の設定
・「取得促進連絡会議」 の開催 ・「ﾏｲﾅﾝﾊﾞｰ利活用促進研究会」
－中核市・政令市 －県関係課・学識者

民 間 ・「意見交換会」の開催

ﾃﾞｼﾞﾀﾙ行政推進法施行

美術館・博物館：ＱＲｺｰﾄﾞｽﾏﾎ払導入
その他施設： 【検討】 【導入】

①税：ｽﾏﾎ払検討①税：ｽﾏﾎ払検討

ｽﾏﾎ払検討

利便性向上 事務効率化

操 作 料金支払 添付書類 処 理 決定・出力

･住所･氏名
等自動入力

･ｵﾝﾗｲﾝ
決済

･ﾃﾞｰﾀ連携
で不要
･運用改正
で廃止

･ﾃﾞｰﾀで
台帳整理
･自動審査

･電子決裁
･自動通知

申請ｼｽﾃﾑ
改 修

電子決済
基盤整備

情報連携
ｼｽﾃﾑ活用

ｼｽﾃﾑ間
連 携

電子決裁
ｼｽﾃﾑ改修

【ＡＣＴ２】“使いたいシステム”の構築

・「様式」「添付書類」の見直し－ｵﾝﾗｲﾝ化を前提とした見直し

・ﾏｲﾅﾝﾊﾞｰ情報連携による「添付書類削減」
－県独自利用事務の拡充

① ＢＰＲ－手続プロセスの抜本的改革～ﾃﾞｻﾞｲﾝ思考の設計

・利便性向上・事務効率化する機能向上
－ﾏｲﾅﾝﾊﾞｰｶｰﾄﾞ利用で “入力項目の削減実現”

②一貫したデジタル化へのシステム整備～ﾃﾞｰﾀ循環創出
暮らしの

ｷｰﾃﾞﾊﾞｲｽ浸透

電子決済
基盤

ﾏｲﾅﾝﾊﾞｰｶｰﾄﾞ

事務効率化利便性向上

支払簡素化

収納負担減

施設利用
添付書類削減 自動審査

国

県

自動通知

申請
システム

情報連携
システム

市町

申 請

通 知

ｵﾝﾗｲﾝ決済

行政手続県民

電
子
決
裁

民間手続への拡がり

施設

窓口払
ｷｬｯｼｭﾚｽ

簡便な入力厳格な
個人認証

業務
システム

財務会計
システム

ﾏｲﾅﾝﾊﾞｰｶｰﾄﾞ
による

“ﾜﾝｶｰﾄﾞ化”

本人確認

健康保険証
社員証
学生証 等

ﾏｲﾅﾎﾟｰﾀﾙ
情報参照

ﾗｲﾌﾃﾞｰﾀ

在留ｶｰﾄﾞ
教員免許状
障害者手帳 等

母子健康手帳
納税状況
お薬手帳 等

資格証明

手続利用率：60.8％ 申請電子化率：60.5％

・税 ー “WEB入力払”導入済→ より簡単な“ｽﾏﾎ払”に
・手続ｵﾝﾗｲﾝ化と一貫して“WEB入力” 自宅で支払

２



３ スケジュール
取組事項 ～2019年度 2020年度 2021年度 2022年度～

(1)
ﾃﾞｰﾀ
利活用の
社会実装

【ACT1】
共創の
ﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾑ構築

【ACT2】
ｵｰﾌﾟﾝﾃﾞｰﾀの推進

【ACT3】
HPのｱｸｾｼﾋﾞﾘﾃｨ
向上

(2)
価値創造
の政策
ﾃﾞｻﾞｲﾝ

【ACT4】
ﾃﾞｰﾀﾄﾞﾘﾌﾞﾝの推進

【ACT5】
ICTﾃﾞｻﾞｲﾝ力と
ｽｷﾙの向上

１ 2030年までに目指す姿

共 創自発的なデータ利活用

２ 取組事項 ２つの取組 ５つのＡＣＴ

データ利活用プロジェクト

【ACT１】共創のプラットフォーム構築

【ＡＣＴ２】オープンデータの推進 【ＡＣＴ３】 ＨＰのアクセシビリティ向上

【ＡＣＴ５】ＩＣＴデザイン力とスキルの向上

・ﾃﾞｰﾀ利活用・社会ｼｽﾃﾑ改革－実証実験→実装へ
・役所のみでは限界 ﾃﾞｰﾀ利活用環境不十分

[ﾓﾃﾞﾙ] 高精度3次元地理空間ﾃﾞｰﾀ
散財する測量ﾃﾞｰﾀ →集積・加工→全国初１ｍﾒｯｼｭ精度･全県土分公開
[県・市町]工事設計・簡易測量 [民間]ﾄﾞﾛｰﾝ自動飛行ﾙｰﾄ設定等 で活用を期待

【利活用促進の“ﾅｯｼﾞ” ～自発的行動を促すしかけ～ 】

〈情報公開請求多い情報〉ｵｰﾌﾟﾝﾃﾞｰﾀで公開→ “使いやすく”

〈地図上での“見える化”〉活用のﾋﾝﾄ → “何かに使えないか”

【ＡＣＴ４】データドリブンの推進

①全県検討委員会設置

②高精度3次元ﾃﾞｰﾀ公開

② BIﾂｰﾙ導入

①各圏域への横展開

③ ﾀﾞｯｼｭﾎﾞｰﾄﾞの構築 （～2022年度）

① 管理職研修に導入

② 地理空間ﾃﾞｰﾀ 共創で活用 ②各分野に展開

東播磨圏域協議会設置①東播磨圏域協議会設置

ｶﾀﾛｸﾞｻｲﾄ公開・運営 情報公開請求多いﾃﾞｰﾀ公開 ｵｰﾌﾟﾝﾃﾞｰﾀの見える化

公式HP ｽﾏﾎ・
ﾕﾆﾊﾞｰｻﾙﾃﾞｻﾞｲﾝ対応

① ｽﾏﾎ対応改修 146HP

② JIS規格適合ﾁｪｯｸ

② HP改修

① ﾃﾞｰﾀ検索ｼｽﾃﾑ試行

② GISｿﾌﾄ導入

ﾃﾞｰﾀ利活用研修開始

① ﾃﾞｰﾀ検索ｼｽﾃﾑ導入

② 政策形成実践研修・行政特別研修に導入

・人口減少に対応する政策に“前例はない”
・ｱﾅﾛｸﾞをﾃﾞｼﾞﾀﾙ化 － 政策の“ﾃﾞｼﾞﾀｲｾﾞｰｼｮﾝ”

（２） 価値創造の政策デザイン

（１） データ利活用の社会実装

【県HPの状況】 【WEB利用端末状況】

ｽﾏｰﾄﾌｫﾝ 59.5%

ﾊﾟｿｺﾝ 48.2%

公式ｻｲﾄ その他

ｽﾏﾎ対応 ○ 136/282

ﾕﾆﾊﾞｰｻﾙ対応 ○ 未ﾁｪｯｸ

ﾃﾞｰﾀ収集 見える化 決定・ｱｸｼｮﾝ

<ﾃﾞｰﾀ利活用のﾌﾛｰ>

民

産

官

ﾊﾟｰｿﾅﾙ

HP

ﾊﾟﾌﾞﾘｯｸ

学

最適ｻー ﾋ゙ｽの選択

新商品・ｻー ﾋ゙ｽ開発

地域課題解決

産業

ｵｰﾌﾟﾝﾃﾞｰﾀ

現状分析 見えなかった
傾向・ﾆー ｽ゙・知見

未来予測 将来の姿

<地域課題解決の手法>

“ﾃﾞｰﾀ” と“ICT”→課題解決する新たな社会ｻｰﾋﾞｽ提供

安全安心 交通物流医療・健康 しごと にぎわい

都 市 部 多自然地域

〈通信利用動向調査〉

[ｽﾃｰｸﾎﾙﾀﾞｰ] 県・市町＋産業界・研究＋Civic Tech※
※Civic Tech = Civic(市民)＋Tech(ﾃｸﾉﾛｼﾞｰ)
市民がﾃｸﾉﾛｼﾞｰで社会課題を解決する取組

定 義 目 的

ｵｰﾌﾟﾝ
ﾃﾞｰﾀ

・機械判読容易な形式
・二次利用可能なﾙｰﾙ
・誰でも無料で使える

社会
・共創で課題解決
・経済活性化

行政
・透明性･信頼向上
・高度化･効率化

◎データのポテンシャルを活用 －社会に“新たな価値が生まれる”

① データの“共有化” ～能率化・“未知のﾃﾞｰﾀ”収集

・ﾃﾞｰﾀ検索ｼｽﾃﾑの活用 －庁内ﾃﾞｰﾀを“ｷｰﾜｰﾄﾞ検索”

① 「スマートフォンアクセス」への対応・124機関 146HP改修

・GISｿﾌﾄの活用－複数ﾃﾞｰﾀを地図上にｸﾛｽ表示し分析

・BIﾂｰﾙの導入・活用 －可視化・仮説検証・法則発見・
将来予測できるﾂｰﾙ

② データの“見える化” ～高度な分析・的確な意思決定

・ひょうご“ダッシュボード” の構築
－県勢を示す“主要ﾃﾞｰﾀの表・ｸﾞﾗﾌ”を集積
→ ﾛｰﾃﾞｰﾀ基盤へと発展

③ データの“伝わる化” ～県勢の把握・納得する説明

・「政策形成実践研修」・「行政特別研修」に導入
－課題解決の仮説をﾃﾞｰﾀで立証し政策立案するｽｷﾙ養成
自らﾃﾞｰﾀを使い、ｵｰﾌﾟﾝﾃﾞｰﾀの有用性を実感

②課題解決･ﾃﾞｰﾀ利活用のｽｷﾙｱｯﾌﾟ ～政策立案の高度化

・「管理職研修」に導入
－利用者目線で考える ～ “ﾃﾞｻﾞｲﾝ思考”
共創で取組む ～ “ﾌｧｼﾘﾃｲﾄ能力”

① ICTデザイン意識の高揚 ～ﾃﾞｰﾀ・ICTによる政策推進

・情報公開請求多いﾃﾞｰﾀの公開－機械判読高いﾚﾍﾞﾙで公開

・ﾃﾞｰﾀ活用事例の“見える化”－“見える化”したﾃﾞｰﾀも公開

① カタログサイトの充実 ～自発的ﾃﾞｰﾀ利活用の促進

・WEBｻｲﾄのJIS規格「JISX8341-3」※に適合
※「障害者高齢者等配慮設計指針」－公的機関の標準水準「AA」

-専用ｱﾌﾟﾘ等で基準適合ﾁｪｯｸ →ＨＰ改修→毎年度適合検査

②ユニバーサルデザインの充実～ ﾃﾞｼﾞﾀﾙﾃﾞﾊﾞｲﾄﾞ解消

２

行政官庁

地域課題解決

根拠に基づく
“政策決定と県民説明”

迅速・的確な決定多彩なﾃﾞｰﾀ 高度な分析 納得できる説明

県

DATADATA

ﾊﾟﾌﾞﾘｯｸ産業 ﾊﾟｰｿﾅﾙ
防災

交通 物流

健康・医療

防犯

新たな
社会ｻｰﾋﾞｽ創出

GISｿﾌﾄ

BIﾂｰﾙ

共有化 見える化 伝わる化

ﾀﾞｯｼｭﾎﾞｰﾄﾞ

HP 掲示板

組織内保有

ﾃﾞｰﾀ検索ｼｽﾃﾑ

地図 統計

ﾛｰﾃﾞｰﾀ

〈 “経験と勘”を“ｴﾋﾞﾃﾞﾝｽ”に - 根拠に基づく“政策決定と県民説明” 〉
・ﾃﾞｼﾞﾀﾙで政策展開 - 価値を高める 政策の“ﾃﾞｼﾞﾀﾗｲｾﾞｰｼｮﾝ”
･“できるかも”“使えるかも” - ICT活用の“勘どころ”もつ人材育成

〈ﾃﾞｰﾀ循環実装の広域展開 → 先導的ｹｰｽ創出と自発的活用〉
・民・産・学・官の“知識と知恵”を結集 - ｵｰﾌﾟﾝｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝの促進
・“ﾅｯｼﾞ” による浸透 - ﾃﾞｰﾀの“見える化・伝わる化”

県民

最適ｻｰﾋﾞｽの選択

産業界

新商品・ｻｰﾋﾞｽ開発

学術機関

科学的知見の発見

市町

情報収集 分析 決定・展開 説明

誰もが容易に“ﾃ゙ ﾀー収集” 社会の姿が“見える” 最適な選択・行動を誘発
・社会にﾃﾞｰﾀ利活用が浸透 ・政策が“ﾃﾞｼﾞﾀﾗｲｾﾞｰｼｮﾝ”

→ 「新サービス創出」「新たな生活基盤構築」－新たな価値が生まれる

○ データ循環による質の向上
“共創”により課題解決 自発的ﾃﾞｰﾀ利活用定着

○ バリューチェーンの全体最適 －価値の連鎖
政策の価値が高まり 社会の価値が高まる

① スマートシティの広域展開 ～ 地域課題の解決推進

・全県検討委員会の設置－広域的ｽﾏー ﾄｼﾃｨの進め方、ﾃﾞｰﾀ連携手法検討

・圏域推進協議会の設置－民・産・学・官でｽﾏｰﾄｼﾃｨ推進
東播磨をﾓﾃﾞﾙ圏域として設置 → 全圏域展開へ

② オープンデータによる課題解決 ～ 有益なﾃﾞｰﾀの活用

・「ﾃﾞｰﾀ利活用・共創」の提案募集－地理空間ﾃﾞｰﾀをﾓﾃﾞﾙに

・ Civic Techの組成・連携－ｱﾌﾟﾘ開発・ﾃﾞｰﾀ利活用手法検討

→ 各分野のｵｰﾌﾟﾝﾃﾞｰﾀでも展開
<官民保有ﾃﾞｰﾀの活用>

① ｽﾏｰﾄｼﾃｨ推進
ｾﾐﾅｰで普及啓発

① HP構築時からｽﾏﾎ対応

① ｼｽﾃﾑ活用

・“ｶﾀﾛｸﾞｻｲﾄ“開設 ﾃﾞｰﾀのみ公開→ 活用ｲﾒｰｼﾞわかない

・ＩＣＴ・ﾃﾞｰﾀ → 若手職員“身近なもの” 中堅職員～“専門知識”
・職員には課題・ﾃﾞｰﾀ・ICTをﾏｯﾁﾝｸﾞし、政策立案する

“ICTﾃﾞｻﾞｲﾝ力”が必要

【庁内情報基盤】
「発信」「集計・整理」「文書作成」中心 “ﾃﾞｰﾀ利活用”機能不充分
共有：ﾃﾞｰﾀが分散・個別管理
分析：地図化＋高度な分析ﾂｰﾙ必要
伝達：県勢を示す表・ｸﾞﾗﾌ散在 ー“わかりにくい” 
→ ﾃﾞｰﾀに基づき判断・ ｱｸｼｮﾝする“ﾃﾞｰﾀﾄﾞﾘﾌﾞﾝ”が必要

【課題からのｱﾌﾟﾛｰﾁ】都市・地域の課題を “ﾃﾞｰﾀ＋ICT”“共創” で解決
【ﾃﾞｰﾀからのｱﾌﾟﾛｰﾁ】有益なﾃﾞｰﾀから“課題とICTとのﾏｯﾁﾝｸﾞ”を模索

３



子育て・介護
時間が欲しい

３ スケジュール
取組事項 ～2019年度 2020年度 2021年度 2022年度～

(1)
ｵﾌｨｽﾜｰｸ
の

ﾃﾞｼﾞﾀﾙ化

【ACT1】
ﾍﾟｰﾊﾟｰﾚｽ・ｽﾄｯｸﾚｽ
の推進

【ACT2】
ﾜｰｸｽﾍﾟｰｽの改革

【ACT3】
ﾙｰﾃｨﾝﾜｰｸの自動化

(2)
ﾃﾚﾜｰｸの
推進

【ACT4】
ﾓﾊﾞｲﾙﾜｰｸの推進

【ACT5】
在宅勤務・
ｻﾃﾗｲﾄ勤務の普及

２ 取組事項 ２つの取組 ５つのＡＣＴ

ﾌﾞﾚｲﾝｽﾄｰﾐﾝｸﾞ ﾌﾟﾚｾﾞﾝﾃｰｼｮﾝ

手書帳票 ﾃﾞｰﾀ打込 紙に手書メモ 印刷・ﾃﾞｼﾞﾀﾙ変換で共有 ﾃﾞｰﾀと紙二重保存

DATA

DATA DATA

保存
紙

印刷企画
作成

紙DATA

印刷修正

紙DATA

ﾍﾟｰﾊﾟｰﾚｽ：“ｴｺﾛｼﾞｰ”“ｺｽﾄｶｯﾄ”→ “能率化” と“創造的ﾜｰｸ” 充実

１ 2030年までに目指す姿

現 場

【ACT２】ワークスペースの改革

・ﾍﾟｰﾊﾟｰﾜｰｸとﾙｰﾃｨﾝﾜｰｸ 創造的ﾜｰｸができない
・時間ﾛｽﾄ･紙でｽﾍﾟｰｽ占領 発想を刺激しないﾜｰｸｽﾍﾟｰｽ

〈“紙からデータへ” → “創造的ﾜｰｸ”への重点化〉
・ ICT－ﾋﾄの手･移動時間をかえる－思考しｻｰﾋﾞｽする“時間の創出”
・ｽﾄｯｸﾚｽ・ﾜｲﾔﾚｽでｽﾍﾟｰｽ創出 －ｱｲﾃﾞｱを生む“ﾜｰｸｽﾍﾟｰｽの構築”

【ACT３】ルーティンワークの自動化

【ACT１】ペーパーレス・ストックレスの推進

ﾂｰﾙ 類型
対象業務数

うち2020拡充

ＡＩ 問合せへの自動応答
庁内 ２
庁外 １

庁外 １

ＲＰＡ

メール添付ファイルの集約・集計 30 25
エクセルファイルの集計 ５ ４
ＷＥＢからの情報収集 ３ ２
手書き帳票のＯＣＲ読込  10 ９
その他 11 11

計 62 52

【ＡＣＴ４】モバイルワークの推進

①ｵﾌｨｽでのｱｸｼｮﾝ ﾓﾃﾞﾙ職場

本格導入・対象拡充

共創による手法検討 ②ﾀﾌﾞﾚｯﾄ会議ｼｽﾃﾑ開始

○ デジタルワークスタイルの実現
“創造的ﾜｰｸ”拡がり ﾌﾛﾝﾄｵﾌｨｽが充実

○魅力あるワークプレイスの構築

仕事と生活が調和 誰もが能力を最大限発揮

デジタル文化確立 ﾃﾞｰﾀが動き ＩＣＴが時間を創る 選択できる働き方が実現

・ﾍﾟｰﾊﾟｰﾚｽ･ｽﾄｯｸﾚｽが浸透 ・ﾙｰﾃｨﾝﾜｰｸは自動化 ・“どこでも”ﾜｰｸ

→ 県庁の“生産性が向上”－限られた人的資源で質の高い行政運営実現

・通勤・移動時間惜しい ｵﾌｨｽ外でﾃﾞｰﾀ使えない
・紙資料はｵﾌｨｽ ｵﾌｨｽにあわせる働き方

<誰もが能力発揮 ｻｰﾋﾞｽ充実→ ﾜｰｸﾗｲﾌﾊﾞﾗﾝｽと“ﾌﾛﾝﾄｵﾌｨｽ”の充実>

・ICTとｽﾄｯｸﾚｽで創る －働き方で選択できる“どこでもｵﾌｨｽ”の実現

【ＡＣＴ５】在宅勤務・サテライト勤務の普及

情報収集 作成 協議 決定・保存

AI・RPA先行導入

③保存ﾙｰﾙ・仕組整理

全庁展開

①本庁：Wi-Fi一部整備

②ﾃﾚﾋﾞ会議ｼｽﾃﾑ導入

① 本庁：Wi-Fi完全整備完了
ﾊﾟｿｺﾝ軽量化

① 総合庁舎：Wi-Fi 段階的整備

②活用促進・環境整備 ②活用浸透

ﾀﾌﾞﾚｯﾄ希望所属貸出
① 幹部職員に配備

① ﾓﾃﾞﾙ職場で“まるごと”ﾓﾊﾞｲﾙﾜｰｸ試行 ①段階的拡充

② BYOD 検討・試行

①在宅勤務導入・試行拡大

②ｻﾃﾗｲﾄｵﾌｨｽ設置

①運用改善・意識啓発 ①試行運用の検証

② ﾆｰｽﾞ調査・適地調査 拡充整備 ②運用開始

・ｱﾅﾛｸﾞの5S活動（整理･整頓･清潔･清掃･躾） ・情報の3S活動（ﾃﾞｰﾀの整理･整頓･清掃）
－「ﾃﾞｽｸに紙残さない」「紙資料は引出一つ」 － － 「誰でも使える保存ルール」 －
・ＩＣＴﾂｰﾙの活用・導入- ﾓﾆﾀｰ協議 ﾀﾌﾞﾚｯﾄ会議ｼｽﾃﾑ 県の電子決裁ｼｽﾃﾑは“使える”

【
提
言
】

・関係職員の多い業務・類似ﾌﾟﾛｾｽの業務での活用

ワークスタイル変革プロジェクト

の業務フロー→ 作業時間かかる 二次利用困難DATA紙 紙

◎ 紙文化から脱却、働き方の多様化 －県庁の“生産性が高まる” （１） オフィスワークのデジタル化

・利用端末の運用改善－BYOD活用専用ＰＣの短期貸出

・意識啓発と環境整備－啓発ﾘｰﾌﾚｯﾄ作成
仕事の進め方等の管理職への意識啓発

→ 試行実施の効果検証

①在宅勤務の推進～移動時間→自分時間

・ｻﾃﾗｲﾄｵﾌｨｽ拡充のﾆｰｽﾞ・適地調査
→ 調査結果検証 → 拡充整備

②サテライトオフィスの充実～能率化・時間創出

・幹部職員ﾓﾊﾞｲﾙﾜｰｸ －部長級以上の職員
→ 全庁の意識啓発

・ “職場まるごと”ﾓﾊﾞｲﾙﾜｰｸ －ﾓﾃﾞﾙ職場の担当者全員
現場業務の多い「ﾓﾃﾞﾙ職場」を指定・試行
→ 現場での有効性検証 → 導入拡大へ

①専用ﾀﾌﾞﾚｯﾄのﾌﾙﾀｲﾑ･ﾕｰｽ ～“ﾌﾛﾝﾄｵﾌｨｽ”業務充実

・庁内活用の促進
・市町の接続環境の拡充－市町関係会議での活用

② テレビ会議システムの活用～移動時間→創作時間

・Ｗｉ-Ｆｉ環境の整備 (本庁舎・総合庁舎）
・本庁職員ﾊﾟｿｺﾝの軽量化

①庁内モバイル環境の整備～どこでも創造的ﾜｰｸ

① AI・RPA活用の伸展 ～正確な処理・作業時間→ 創作時間

・「ｱﾅﾛｸﾞの５Ｓ活動」と「情報の３Ｓ活動」の推進
－「紙を持たない意識」「ﾃﾞｰﾀ利用環境づくり」

・ﾓﾆﾀｰ協議の導入
－ﾓﾆﾀｰ投影で協議 ﾘｱﾙﾀｲﾑ修正 

・電子決裁の推進
→ 「モデル職場」で取組→ 全庁展開へ

①オフィスでのアクション～意識高揚・普及推進

・議会本会議・委員会での活用
・説明会での活用－本庁で試行 ﾀﾌﾞﾚｯﾄで資料閲覧・ﾒﾓ・ﾃﾞｼﾞﾀﾙ共有 

② タブレット会議システム活用～二次利用・作業時間→創作時間

・ﾃﾞｼﾞﾀﾙ保存のﾙｰﾙ・仕組整理－ﾃﾞｼﾞﾀﾙ文書の原本化 
・電子決裁ｼｽﾃﾑのﾕｰｻﾞﾋﾞﾘﾃｨ向上

③ 電子決裁とデジタル保存の徹底～ｽﾍﾟｰｽ創出・二次利用

･移動はﾛｽ
･多くの資料持参
･資料なく質問持帰り

ﾓﾊﾞｲﾙﾜｰｸ ｻﾃﾗｲﾄ勤務

ﾘﾓｰﾄｱｸｾｽｼｽﾃﾑ

ﾃ゙ ﾀーﾃﾞｰﾀﾌｫﾙﾀﾞ掲示板 業務DB

【県庁WAN】 【業務システム】ﾒｰﾙ

ｵﾌｨｽ 現場 自宅自宅 ｵﾌｨｽ通勤

ﾜｰｸｽﾍﾟｰｽ

ﾍﾟｰﾊﾟﾚｽ

自宅

Wi-Fi

オフィス

ワークライフバランスの実現

×ﾍﾟｰﾊﾟﾚｽ
サテライトオフィス

ｻﾃﾗｲﾄ勤務

ｽﾄｯｸﾚｽ×

ﾓﾆﾀ協議ﾀﾌﾞﾚｯﾄ会議

Wi-Fi

創造的ワークが拡がる フロントオフィスが充実

会議室 ﾐｰﾃｨﾝｸﾞ
ｽﾍﾟｰｽ

ﾃﾞｽｸ

県民との対話

オフィス

（２） テレワークの推進

３

会議室

在宅勤務

DATA

自動化
ﾓﾊﾞｲﾙﾜｰｸ

ﾃﾚﾋﾞ会議

もてる能力を最大限発揮 Wi-Fi

Wi-Fi

印刷
決裁

修正

紙DATA

在宅勤務

発想共有・ﾘｱﾙﾀｲﾑ修正できない

段階的に拡充

③ 電子決裁ｼｽﾃﾑ改修

・PCは有線接続 ﾃﾞｽｸ固定→ 発想を刺激しない
・移動が会議より長い：市町とﾃﾚﾋﾞ会議→ ｼｽﾃﾑ設定が必要

民間企業
との共創

・専用ﾀﾌﾞﾚｯﾄ100台配備希望職場に貸出→ 全庁で定着しない

・希望者によるBYOD試行
－ﾊﾞｯｸｵﾌｨｽ職員・災害時利用に最適な端末の検証

② BYOD※-私用端末 の活用～ﾓﾊﾞｲﾙﾜｰｸの環境検証
※ Bring Your Own Device－私用端末

･ｻﾃﾗｲﾄｵﾌｨｽ2箇所設置〈本庁・自治研修所〉 出張時に活用
・神戸地域以外未整備

･専用PCでｼｽﾃﾑ接続 自宅で勤務
・対象：本庁職員－小学生までの子を養育〈試行：全職員対象〉

[職員ｱﾝｹｰﾄ] ・効果あり 7割 ・適した業務少ない5割
・私用端末利用したい

移動 移動 帰宅

・すぐメール返信したい
・帰庁してもすぐ終業
仕事片付けたい

“ｽﾄｯｸﾚｽ”－ﾃﾞｰﾀ保存が重要

【在宅勤務】

【ｻﾃﾗｲﾄ勤務】

４


